
事務事業数

8

【１ Ｐｌａｎ】

<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 人 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 2,992 3,093 3,194 3,700
実績値 3,614 3,886 3,705 -

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

現状と
課題

グローバル化が急速に進展する中、外国人留学生などは増加傾向にあったが、諸外国との出入国制
限など新型コロナウイルスの感染拡大の長期化に伴う影響が懸念されており、引き続き、関係団体
等と連携を図りながら、受入体制の整備等に努める必要がある。

主な取組
○北海道国際交流・協力総合センターと連携し、国際協力研修団派遣、南米技術研修員の受入れ、
留学生の受入促進・ネットワークづくり等、国際人材を育成する事業の実施
○JICAが実施する海外協力隊や発展途上国からの研修員受入事業への協力等

施策の
イメージ

Ｒ３ Ｒ１Ｒ２
予算額

（千円）
112,818 119,016 104,579

A

海外との人材交流等の現状を図る指標として設定。

分析（主な取組と成果）

大学や（公社）北海道国際交流・協力総合センターと連携の下、外国人留学生の受入拡大等に努め、 R2年度の
実績値はコロナ禍の出入国制限の影響により、前年度から減少したが、目標値を上回った。

指標名②

指標名③

設定理由

外国人留学生数 116.0%

設定理由

SDGs

知事公約

政策体系
(中項目)

北海道の未来を拓く人材の育成
政策体系
コード

C0020 C0021 総合戦略 A4211 国土強靱化

令和３年度　基本評価調書①

施策名 外国人の受入拡大
施策

コード
02121

分析（主な取組と成果）

設定理由

分析（主な取組と成果）

国際課所管部局
総合

政策部
所管課

-

３（２）Ｂ

順調総合判定

指標名①

施策目標
本道の持続的な発展につなげるため、大学や国際交流団体と連携し、留学生などの受入拡大に向け
た環境を整備するとともに、海外とのネットワークの形成を図る

施策の推進

国

・関連施策の周知

・人材育成のため

の研修会の開催等

連携

要請等

北海道
・国際交流・協力の

推進

・多文化共生に関す

る啓発活動

・庁内各部との連携

市町村
・交流行事の開催、

在住外国人への

情報提供

情報提供 民間・大学等

教育機関
・受入体制整

備

・情報共有等
連携 連携

連携・情報共有



【２ Ｄｏ＆Ｃｈｅｃｋ】
前々年度 前年度 評価年度 評価年度目標値 指標判定
3,614 3,886 3,705 3,194 A

対応方針番号

<二次政策評価>

【３ Ａｃｔｉｏｎ】

令和３年度　基本評価調書② 施策名 外国人の受入拡大

成果指標

指標名
外国人留学生数

「北海道人材確保対策推進本部外国人材分科会」を通じて庁内関係部局と連
携して取り組むとともに、市町村や大学、民間団体との連携・協力により、
留学生への新型コロナ関連情報の発信や、地域における多文化共生推進に向
けたワークショップの開催等、取組の効果的な推進が図られた。

連携判定 ○

目標
(指標)の
達成状況

目標値は達成できているものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、
これまで順調に推移していた成果指標が減少に転じているため、これまでの
取組を緩めることなく継続し、ポストコロナを見据えた外国人の受入環境の
整備等を推進する必要がある。

指標総合
判定

緊急性
優先性

「令和４年度　国の施策及び予算に関する提案・要望」において、「外国人
材の円滑な受入れと共生に向けた環境整備」を要望しており、地域における
多文化共生推進に向けたワークショップの開催をはじめとした各種施策・事
業を通じ、外国人の受入拡大・共生に向けた環境づくりに取り組んでいる。

緊急性
優先性
判定

施策
コード

対応状況
(R3.3時点)

引き続き、道内企業等への新規加入の勧誘による
会費の確保や、委託業務の受注等により、補助金
に依らない自主財源の確保に努めるよう収支改善
に向けた取組を推進する。

前年度
二次評価

意見

内容

①

②

③

（公社）北海道国際交流・協力総合センター補助事業などを通じ、留学生の受入拡大や
卒業後の道への定着などに向けた取組を推進する。

JICAとの相互協力・連携を強化し、多文化共生の取組や海外における北海道のPRなどを
通じ、留学先としての北海道の魅力や知名度の向上を図る。

02121

連携
状況

○

A

○（公社）北海道国際交流・協力総合センター補助事業などを通じ、留学生や在住外国人の定着な
どに向けた多文化共生の取組を推進する。
JICAとの包括連携に基づき、協力して多文化共生の取組や海外での北海道PRなどに取組み、留学先
としての北海道の魅力や知名度の向上を図る

総合判定
の根拠

成果指標の鈍化に歯止めをかけることが急務であり、海外との本格的な往来
再開へ向けて、新型コロナ関連の情報発信や相談対応はもとより、留学先に
北海道が選ばれるために有益な情報の発信等の取組を進めることが必要。

総合判定
(一次評価)

順調

R3年度
二次政策

評価

翌年度に
向けた

対応方針

二次政策
評価への

対応

Ｒ４
施策の
方向性

道の補助金等が団体の当期支出の2分の1を
下回るよう道補助金等以外の財源の確保手
段を模索するなど、収支改善策を検討し団
体の自立化の推進に努めること


